
軽減税率対策補助金申請のポイントについて 

 

 

１．複数税率対応レジの導入支援（Ａ型） 

  複数税率に対応できるレジを新しく導入・既存のレジの改修を行う場合 

   

（１）申請期間 

   平成 29年 5月 31日まで（導入・改修後の申請） 

   ※平成 29年 3月 31日までに、導入・改修等が完了していること。 

 

（２）補助対象となるレジ 

   申請 HPの「A-1,A-3,A-4型の型番リスト」を参照。 

   ※型番リスト以外のレジの導入・改修は対象外となりますのでご注 

意ください。 

 

（３）補助対象経費 

     レジ本体機器及びレジ付属機器等（ソフトウェアを含む） 

     ※レジ 1台につき、1種 1台が対象。本体に付属機器の機能が含まれ 

る場合は、付属機器の申請は不可。 

 

  （４）申請方法 

     導入または改修後に、所定の書類を以下送付先に郵送する。 

 

     【申請書類送付先】 

     〒115-8691 赤羽郵便局 私書箱 4号 

           軽減税率対策補助金事務局 申請係 

 

  （５）補助率及び補助上限 

     ①レジ本体・付属機器 

1台かつ 3万円未満は、補助率 3/4 

→それ以外の場合は、補助率 2/3・補助上限（1台あたり）20万円 

     ②設置に要する経費 

      補助率 2/3・補助上限は、台数×20万円 

     ③1事業者あたりの上限は、200万円とします。 

 

  （６）注意事項 

      支払の証拠書類となる領収証や請求書が必要となっておりますの 

で、中小・小規模事業者が導入・改修された際には、必ず保管する 

ように指導をして下さい。 

      なお、リースによる導入も補助対象となっております。 

申請に際しては、公募要領及び申請の手引きを必ず参照して下さ 

い。 



 

２．受発注システムの改修等支援（Ｂ型） 

  電子的な受発注システムに、複数税率に対応するための改修・入替を行う 

場合。 

 

（１）申請期間 

   平成 29年 3月 31日まで（改修・入替前の申請） 

   ※交付決定以前の改修・入替は、補助対象外。 

 

（２）補助対象及び経費 

   指定事業者による改修・入替 

 

（３）申請方法 

     申請方法は、指定事業者による代理申請を原則とします。 

     ※指定事業者登録リスト以外の改修・入替は認められません。 

 

（４）補助率及び補助上限 

     ①補助率 

補助率 2/3 

 

     ②（小売事業者等の）発注システムの補助上限・1000万円 

      （卸売事業者等の）受注システムの補助上限・150万円 

       両方の改修・入替が必要な場合の補助上限・1000万円 

 

  （５）注意事項 

      事前の「交付申請」及び完了後の「完了報告」が必要となります。 

      申請に際しては、公募要領及び申請の手引きを必ず参照して下さ 

い。 

     ※中小・小規模事業者等が自ら導入する場合の申請方法については、 
現在検討中です。 

 

 

 

 

本補助金の詳細については、ホームページをご確認ください。随時更新されます。 

http://kzt-hojo.jp/ 

 

お電話でも問合せを受け付けています。 

軽減税率対策補助金事務局コールセンター 

（受付時間：9時～17時（土・日・祝除く）／通話料有料） 

0570 (081) 222（IP電話等からの番号 03 (6627) 1317） 

http://kzt-hojo.jp/


中小企業・小規模事業者等消費税軽減税率対策補助金  

軽減税率対策補助金とは 

消費税軽減税率制度（複数税率）への対応が必要となる中小企業・小規模事業者等
の方々が、複数税率対応レジの導入や、受発注システムの改修などを行うにあたっ
て、その経費の一部を補助する制度です。 

複数税率対応として、２つの申請類型があります。 

「所得税法等の一部を改正する法律」の成立日(平成28年3月29日)から 
平成29年３月31日までに導入または改修等が完了したものが    
支援対象となります。 

 基本的には、申請書（数枚）と、証拠書類（内訳の分かる支払いの証拠書類（領収書や請求
書）、製品の証明書など）で申請できます。申請は随時受付を行います。 
※複数台をまとめて申請するなどの場合は、追加で書類を作成いただく必要があります。 
 

 Ａ型及びB-2型は事後申請、Ｂ-1型は事前申請になります。 
 

 申請書の作成サポートも充実しています。 
 ・Ａ型は一部販売店等による代理申請等が利用可能です。 
 ・Ｂ型はシステムベンダー等による代理申請を原則としています。（※自らパッケージ製品・ 
  サービスを購入し導入した場合には、その限りではありません。） 

複数税率に対応できるレジを新しく導入
したり、対応できるように既存のレジを
改修したりするときに使える補助金です。 

※レジには、POS機能を有していないレ
ジ、モバイルPOSレジシステム、POSレ
ジシステムなどを含みます。 

A型 
複数税率対応レジの 
導入等支援 

電子的な受発注システム（EDI/EOS
等）を利用する事業者のうち、複数税率
に対応するために必要となる機能につい
て、改修・入替を行う場合に使える補助
金です。 

B型 
受発注システムの 
改修等支援 

 申請受付期限 
A型及びB-2型 ：平成29年5月31日までに申請（事後申請） 
B-1型          ：平成29年3月31日までに事業が完了するように申請（事前申請。交付決定   

                         以前に作業着手した場合は補助対象になりません。） 

申請はいつでも受付、できるだけわかりやすく。申請サポートもあります。 

軽減税率対策補助金 

この他に、レジの導入・改修やシステムの改修・入替等の費用には、日本政策金融
公庫、沖縄振興開発金融公庫の融資制度も活用できます。（最優遇金利です） 

詳細は、お近くの公庫の支店までお問い合わせ下さい。 

参考 



A-1型 
レジ・導入型 
複数税率対応の機能を有するPOS機能のないレジを対象機器とし、その導入費用
を補助対象とします。 

A-2型 
レジ・改修型 
複数税率非対応のレジを、対応レジに改修する場合の費用を補助対象とします。 

A-3型 

モバイルＰＯＳレジシステム 
複数税率に対応したレジ機能サービスをタブレット、PC、スマートフォンの汎用
端末と付属機器を組み合わせて、レジとして利用する場合の導入費用を補助対象
とします。 

A-4型 
ＰＯＳレジシステム 
ＰＯＳレジシステムを複数税率に対応するように改修または導入する場合の費用
を補助対象とします。 

いずれも、補助額は、レジ１台あたり２０万円が上限です。 

 基本的には、補助率は２/３ですが、１台のみ機器導入を行う場合でかつ導入費用が３万円
未満の機器については補助率３/４、タブレット等の汎用端末についての補助率は１/２と、
補助率が異なります。 

 レジ本体のほかに、レジ機能に直結する付属機器等（バーコードリーダー・キャッシュド
ロア・クレジットカード決済端末・電子マネーリーダー・カスタマーディスプレイ・レ
シートプリンタ・ルーター・サーバ）も合わせて補助対象となります。 

 それぞれの型において、補助額は1台あたり20万円が上限となります。また、新たに行う
商品マスタの設定や機器設置（運搬費含む）に費用を要する場合は、さらに１台あたり 
２０万円を上限に支援します。 

複数台数申請等については、１事業者あたり200万円を上限とします。 

 複数台数申請等については、指定の申請書類を追加していただきます。 

申請サポート制度が充実しています。 

 メーカーや販売店・ベンダー等の協力による代理申請等が利用可能です。 
 

 ※代理申請にご協力いただけるメーカーや販売店、ベンダーなどについては、追ってホーム
ページで公表します。 
 

※リースによる導入も補助対象となります。 

Ａ型 複数税率対応レジの導入等支援 

Ａ型は、レジの種類や複数税率への対応方法（導入／改修）により 

合計４種類の申請方式に分かれます。 



B-1型は、指定事業者による代理申請を原則とします。 

 専門知識を必要とするシステムの「改修・入替」のため、「指定事業者による代理申請 
制度」を導入します。申請者に代わって、システムベンダー等の指定事業者が申請します。  

 

 申請は２段階。改修・入替に着手する前の「交付申請」と、改修・入替が完了した後の 
「完了報告」が必要です。いずれも指定事業者が代理申請を行います。 
※交付決定以前に作業着手した場合は補助対象になりません。 

補助上限額は、発注システム側・受注システム側の改修・入替ごとに異なります。 

 （小売事業者等の）発注システムの場合の補助上限額は1000万円、（卸売事業者等の） 
受注システムの場合の補助上限額は150万円で、両方の改修・入替が必要な場合の上限は
1000万円となります。  
 

 補助率は、改修・入替に係る費用の２/３です。補助対象範囲外の機能を含むパッケージ製
品・サービスについては、初期購入費用の１／２を補助対象経費とし、これに補助率を乗じ
るものとします。 

Ｂ型は、指定事業者に改修等を依頼するか、事業者自身で行うかで 

2種類の申請方式に分かれます。 

原則、既にEDI/EOS等の電子的受発注を利用している事業者が対象です。 

 取引先間でＥＤＩ／ＥＯＳ等の電子的な受発注システムを利用している事業者（※1）の 
電子的受発注に必須となる商品マスタや、発注・購買管理、受注管理機能（※2）のうち、  
複数税率対応に伴い必要となる改修・入替を補助対象とします。 
 

 電子的受発注データのフォーマットやコード等の複数税率対応に伴う改修や、現在利用して 
いる電子受発注システムから複数税率対応したシステムへの入替を補助対象とします。 

 

※1 電子的受発注システムは利用していないが、取引先の要請等により、新規にシステムを導入 
 する場合は補助対象とします。 
※2 受発注管理とともに在庫管理、財務会計などが一体となったパッケージ製品・サービスに 
 ついては、電子的受発注システムの機能を含むものであれば、支援対象とします。 

B型 受発注システムの改修等支援 

※リースによる入替も補助対象となります。 

B-1型 
受発注システム・指定事業者改修型 
システムベンダー等に発注して、受発注システムを改修・入替する場合の費用を
補助対象とします。 

B-2型 
受発注システム・自己導入型 
中小企業・小規模事業者等が自らパッケージ製品・サービスを購入し導入して受発注
システムを改修・入替する場合の費用を補助対象とします。 

また、お電話でも問合せを受け付けております。 

軽減税率対策補助金事務局コールセンター（受付時間：9時～17時（土・日・祝除く）／通話料有料） 

0570 (081) 222 （IP電話等からの番号 03 (6627) 1317） 

http://kzt-hojo.jp/ 
本補助金の詳細については、ホームページをご確認ください。随時更新されます。 

B-2型は、事務局に登録されたパッケージ製品・サービスが対象です。 

 申請はB-1型とは異なり、改修・入替後に行うことになります。 



A-1型 
レジ・導入型 
• レジメーカー様による事務局への指定メーカー登録申請、および対象製品型番登録申請 
• 指定レジメーカー様による「対象製品証明書」の発行 

A-3型 

モバイルＰＯＳレジシステム 
• サービスベンダー様による事務局への指定ベンダー登録申請、および対象サービス・対象

製品（対象パッケージ）型番登録申請 
• 指定ベンダー様による「対象サービス・対象製品（対象パッケージ）証明書」の発行 

A-4型 

ＰＯＳレジシステム 
• ＰＯＳレジメーカー様、ベンダー様による事務局への指定メーカー・ベンダー登録申請、

および 対象製品型番登録申請 
• 指定ＰＯＳレジメーカー様、ベンダー様による「対象製品証明書」の発行 

レジメーカー・レジ販売店・システムベンダー等のみなさま 

本補助金事業実施にあたり、以下について、ご協力をお願いいたします。 

A-2型 
レジ・改修型 

• レジメーカー様および販売店様等による「改修証明書」の発行 

B-1型 
受発注システム・指定事業者改修型 
• システムベンダー様による事務局への指定システムベンダー登録申請、および改修・入替

工数、改修・入替作業単価等の登録申請 

 指定（メーカー・ベンダー）登録申請、型番登録申請 

 ・事務局に型番登録がされた製品が、補助対象となります。 

 ・型番登録申請と同様式で（メーカー様・ベンダー様の）指定登録申請も行っていただきます。 

 対象製品証明書、対象サービス証明書：申請者が補助金交付を受けるために必要です。 

補助事業実施にあたり、ご協力をお願いします。 

登録方法等については以下ＵＲＬをご確認ください。 

B-2型 
受発注システム・自己導入型 

• パッケージメーカー様による対象パッケージ製品・サービス型番登録申請 

また、お電話でも問合せを受け付けております。 

軽減税率対策補助金事務局コールセンター（受付時間：9時～17時（土・日・祝除く）／通話料有料） 

0570 (053) 555 （IP電話等からの番号 03 (6627) 1316） 

http://kzt-hojo.jp/ 

本補助金の詳細については、ホームページをご確認ください。随時更新されます。 

パッケージ製品およびサービス 
↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 

パッケージ製品・サービス 
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